
（注）１．	本調査は抽出調査であり、有効数字未満を四捨五入
しているため内訳と総数が一致しないことがある。

　　 2．住宅総数には、住宅の所有の関係「不詳」を含む。
　　 ３．数値は令和５年10月１日現在である。

（資料：令和５年住宅・土地統計調査）

区　　分 住宅数 世帯数 世帯人員
１住宅当たり １　人

当たり	
畳　数

１　室
当たり	
人　員居住室数 畳　数 延面積

住 宅 総 数 150,660 151,400 342,810 4.63 35.53 99.59 15.38 0.50

持　ち　家 107,930 108,500 273,590 5.36 41.50 117.43 16.37 0.47

借　　　家 38,140 38,310 63,730 2.56 18.61 49.08 11.14 0.65

専 用 住 宅 148,920 149,620 337,910 4.62 35.49 98.94 15.41 0.50

持 ち 家 106,380 106,910 268,980 5.36 41.54 116.85 16.43 0.47

借　　家 38,040 38,220 63,550 2.55 18.55 48.86 11.11 0.66

店舗その他
の併用住宅 1,740 1,780 4,900 5.81 39.03 156.48 13.29 0.51

持 ち 家 1,540 1,590 4,620 5.78 38.88 157.57 12.99 0.52

借　　家 90 90 190 6.19 41.42 138.44 20.76 0.32

（居住世帯のある住宅）
住宅の種類・所有関係別住宅数等

（単位：戸・㎡）

（注）１．	本調査は抽出調査であり、有効数字未満を四捨五入
してあるため内訳と総数が一致しないことがある。

　　 2．住宅総数には、建築の時期「不詳」を含む。
　　 ３．数値は令和５年10月１日現在である。

（資料：令和５年住宅・土地統計調査）

（居住世帯のある住宅）
住宅の種類・構造・建築の時期別住宅数等の推移

（単位：戸）

区　　分 住宅総数
住宅の種類 構　　　　造

専用住宅 店舗その他の	
併用住宅 木造 防火木造 鉄筋・鉄骨

コンクリート造 鉄骨造 その他

総　　数 150,660 148,920 1,740 81,820 68,840 51,960 16,720 160
昭和45年　以前 8,850 8,550 310 7,100 1,750 1,440 290 20
昭和46年～55年 16,010 15,760 250 9,610 6,390 5,090 1,250 60
昭和56年～平成2年 22,360 22,150 210 12,660 9,700 7,050 2,590 60
平成3年～12年 32,230 31,950 280 13,950 18,280 14,020 4,270 －
平成13年～17年 16,130 16,080 50 9,040 7,090 4,890 2,200 －
平成18年～22年 14,080 13,960 130 5,360 8,730 7,080 1,650 －
平成23年～27年 12,650 12,510 140 6,800 5,850 4,530 1,320 －
平成28年～令和2年 12,650 12,480 170 7,900 4,750 3,170 1,580 －
令和3年～5年9月 6,900 6,870 40 3,690 3,210 2,760 430 20

住宅・住環境
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水道・下水道の推移
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（単位：千㎥）年間給水量
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（単位：人）下水道計画区域内人口
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平成31・令和元年度 令和２年度 3 4 5
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1,496.6 
（単位：km）管渠延長

（資料：企業局企業総務部経営経理課、技術部水道ガス整備課、下水道整備課）
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ごみ処理の推移 （単位：ｔ）

（注）単位未満は四捨五入しているため、	 （資料：環境部廃棄物減量推進課）
　　 内訳と総数が一致しないことがある。

区　　分 平成31・
令和元年度 令和2年度 ３ ４ ５

総　　計 95,157	 95,389	 93,253	 91,515	 87,975	

一般収集
可燃性 59,798	 60,383	 58,463	 56,634	 54,107	

不燃性 2,718	 3,072	 2,553	 1,787	 1,667	

持込ごみ
可燃性 23,549	 22,265	 22,419	 22,620	 22,132	

不燃性 325	 214	 146	 558	 590	

小　　計
可燃性 83,348	 82,648	 80,882	 79,254	 76,239	

不燃性 3,043	 3,286	 2,699	 2,345	 2,257	

かん 596	 577	 479	 348	 284	

びん 1,221	 1,266	 1,204	 1,590	 1,516	

ペットボトル 790	 831	 861	 886	 883	

プラ容器包装 1,631	 1,759	 1,809	 1,770	 1,731	

大型ごみ 1,865	 2,088	 2,076	 2,105	 2,007	

紙ごみ 2,624	 2,896	 3,185	 3,149	 2,971	

廃乾電池 40	 38	 57	 68	 87	
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